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EUでは、エネルギー証明制度に関する EU指令を 2002年に制定し、その後 2010年に
改定している。まず、地球温暖化対策の歩みを EU 加盟国全体として足並みをそろえて対
応すべく 2002年に「建物のエネルギー性能に関する 2002年 12月 16日の欧州議会及び理
事会指令（Energy Performance of Buildings Directive （EPBD20023））」を制定した。さら




































































表１ EPBD2002の 7条 










出所：Directive 2002/91/EC of the European Parliament and of the Council of 16 December 
2002 on the energy performance of buildings 
http://eur-lex.europa.eu/smartapi/cgi/sga_doc?smartapi!celexplus!prod!DocNumber&lg=en&















２．１．２ 2010 の EPBD 改正に向けて 
EUは 2002年の EPBD制定後、2010年の EPBD改正に向けて、2008年より本格的に






















２．１．３ EPBD 2010 
改正された EPBD2010のポイントは、2点あり「エネルギー証明書及び検査報告書の独
立した管理制度」を目指すことと、「ゼロエネルギー建物を普及させるための国の計画策定」






















表 2 EPBD2010の構成 
前文  
第 1条 目的 第 16条 暖房及び空調システムの検査につ
いての報告書 
第 2条 定義 第 17条 独立の専門家 
第 3条 建物のエネルギー性能算定方法の
採用 
第 18条 独立した管理制度 
第 4条 エネルギー性能最小要件の設定 第 20条 見直し 
第 5条 エネルギー性能最小要件の費用最
適水準の算定 
第 21条 情報 
第 6条 新規の建物 第 22条 技術進歩に対する附則Ⅰの適応 
第 7条 既存の建物 第 23条 委任行為 
第 8条 技術的建物設備 第 24条 委任の無効 
第 9条 ゼロエネルギー建物 第 25条 委任法規に対する異議 
第 10条 財政上のインセンティブ及び市場
参入障壁 
第 26条 委員会の手続き 
第 11条 エネルギー証明書 第 27条 罰則 
第 12条 エネルギー証明書の発行 第 28条 国内法による実践 
第 13条 エネルギー証明書の掲示 第 29条 廃止 
第 14条 暖房システムの検査 第 30条 公布 





附則Ⅳ A 改正後の指令の廃止(29条に規定) 
 B 国内法への移行及び適用の期限(29条に規定) 
附則Ⅴ 改正条項新旧対照表 
出所：DIRECTIVE 2010/31/EU OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
COUNCIL of 19 May 2010 on the energy performance of buildings (recast) 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2010:153:0013:0035:EN:PDF(
アクセス日：2011年 12月 20日) 











条 項 内容 
第 3条 建物のエネルギー性能算定方法の採用 
 加盟国は、附則Ⅰに規定する共通の一般的枠組みに基づく建物エネルギー性能算定方法を適用しなければな
らない。 

















9 欧州委員会は、2011 年までに関連する部門と協議のうえ、非居住用建物の任意の EU 共通認識証書式
を採択しなければならない。 












期間が限られている居住建物については、第 1.2項と第 5項は適用しない。 
７ 訴訟が提起された場合においてエネルギー証明書の有効性は、加盟各国の国内法規に従う。 
第 13条 エネルギー証明書の掲示 
 １ 利用面積が 500㎡以上の公的機関でかつ公衆が頻繁に来訪する建物は、公衆のみ安い場所に証明書を掲
示しなければならない。(2015年からは 250㎡以上に引き下げる) 
２ 加盟国は、第 12条 1項に該当する建物に掲示を命令しなければならない。 
３ この規定は、勧告を掲示する義務を定めたものではない。 
出所：DIRECTIVE 2010/31/EU OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
















































出所：DIRECTIVE 2010/31/EU OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 





































































出所：DIRECTIVE 2010/31/EU OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 





第 12条第 1項で、新築時、既築の売買や賃貸時、利用面積 500㎡以上でかつ公衆が頻
繁に来訪する公的機関の建物はエネルギー証明発行の対象となる。EPBD 2002で、1,000
㎡と規定された数値が、ここでは 500 ㎡以上となり対象建物が拡大された。なお、利用
面積 500㎡は、2015年には 250㎡まで引き下げられる予定である。 





















・ 利用面積 500㎡以上でかつ公衆が頻繁に来訪する公的機関の建物 



























































1950 オーストリア  
1960 チェコ、スウェーデン  
1965 デンマーク、フランス、ドイツ  
1970 イギリス  
1985   
1995 ルクセンブルグ イギリス、オランダ 
1996  デンマーク 
2001  チェコ 
2002  ドイツ 
2005  ベルギー 
出所 Federal Ministry of Transport, Building and Urban Development(2010) 












                                                   






年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
ベルギー 新築 居住用  ○     
非居住用  ○     
既築 居住用   ○ ○   
非居住用       
公的建物    ○   
チェコ 新築 居住用    ●   
非居住用    ●   
既築 居住用    ○ ○  
非居住用    ○ ○  
公的建物    ○ ○  
デンマーク 新築 居住用 ●      
非居住用 ●      
既築 居住用 ●      
非居住用 ●      
公的建物 ●      
ドイツ 新築 居住用  ●     
非居住用  ●     
既築 居住用   ○ ○   
非居住用    ●   
公的建物    ●   
イギリス 新築 居住用   ●    
非居住用   ○    
既築 居住用  ○ ○    
非居住用   ○    
公的建物   ●    
オランダ 新築 居住用   ●    
非居住用   ●    
既築 居住用   ●    
非居住用   ●    
公的建物   ●    
● は、全てに適応。 
○ は、1部に適応。 
出所 Federal Ministry of Transport, Building and Urban Development(2010) 



































                                                   
5 EnEVとは、ドイツ語の Energieeinsparverordnungの略で、ドイツの省エネ法により成立し
た省エネルギー指令である。 





































































章 項目 条 
第１章 総則 第１～２条 
第２章 新築建物 第３～８条 
第３章 既存建物及び設備 第９～12条 
第４章 暖房、冷房、換気及び給湯設備 第 13～15条 
第５章 エネルギー証明書及びエネルギー性能改善のためのアドバイス 第 16～21条 
第 16条 エネルギー証明書の発行と使用 
第 17条 エネルギー証明書の原則 
第 18条 エネルギー所要量に基づく開示 
第 19条 エネルギー消費量に基づく開示 
第 20条 勧告の改善 
第 21条 既存建築物の許可発行 
第６章 共通規則 第 22～27条 












の 29項目の中の 1項目として組み込まれている。IEKP とは、ドイツにおける環境計画プ




込まれている。IEKPの 29項目の詳細は、表 10のとおりである。 
 
                                                   
8 IEKPは、ドイツ語の Integrierten Energie- und Klimaprogrammの略である。2007年エネ
ルギー気候会合(気候サミット)を経て閣議決定された。 
 20
表 10 統合エネルギー及び気候プログラム要綱（IEKP）の内容 
No 項目 主要施策もしくは内容 















































16 乗用車の CO2戦略 EUレベルでの検討。 
17 バイオ燃料の拡充 バイオ燃料の量的割合を 2020 年までに約 20％に引き上げ
ることを目標としたバイオ燃料割合法の改正。 



































































表 11 発行義務化の推移  
年 居住用建物 証明書のエネルギー証明の発行条件 
2007 新築の発行義務化 2頁目※だけ 
2008 既築で、以下の建物を販売又は賃貸するときに発行義務化  
1965年以前の竣工 2か 3頁目の選択可能 




1977年レベルに達している建物 2か 3頁目の選択可能 





出所 Federal Ministry of Transport, Building and Urban Development(2010) 










































































                                                   
9 Q 値とは、熱損失係数（W/㎡ K もしくは Kcal/㎡・ｈ・℃）であり、住宅の断熱性能を数





























































































































                                                   








表 12 エネルギー基準と補助金 
名称 エネルギー基準 補助金 





KfW省エネ 70 省エネ基準（EnEV）の 70％か
つ熱損失係数の基準 
15％（11,250ユーロ上限） 
KfW省エネ 85 省エネ基準（EnEV）の 85％か
つ熱損失係数の基準 
12.5％（9,375ユーロ上限） 
KfW省エネ 100 省エネ基準（EnEV）の 100％か
つ熱損失係数の基準 
7.5％（5,625ユーロ上限） 






表 13 エネルギー基準と返済ボーナス 
名称 エネルギー基準 返済ボーナス 





KfW省エネ 70 省エネ基準（EnEV）の 70％かつ熱
損失係数の基準 
10％ 
KfW省エネ 85 省エネ基準（EnEV）の 85％かつ熱
損失係数の基準 
7.5％ 
KfW省エネ 100 省エネ基準（EnEV）の 100％かつ
熱損失係数の基準 
5.0％ 







































                                                   
11 例えば、6 戸からなる集合住宅があり、これにかかる省エネリフォームコストが 80,000 ユーロ
だった時、このうちの 11％が年間の家賃に上乗せできる。つまり、8,800 ユーロです。6 戸すべ







表 14 発行対象 
区分 条件 適用頁 
新築 全て ２頁目の計算による発行のみ可能 
既築 1977年以前の竣工かつ 4部屋以下 ２頁目の計算による発行のみ可能 
上記以外 2頁目と 3頁目のどちらの発行でも可能 
大規模改修の場合 ２頁目の計算による発行のみ可能 
出所 Federal Ministry of Transport, Building and Urban Development(2010) 
















































































                                                   
16 NRW州は、世界銀行 2011年 7月の資料によれば、5,430億ユーロの付加価値生産があり、
ドイツの中では最も GDPが高い州である。その GDPは、インドネシアやトルコ一国の GDP
に匹敵する。 
 39
表 15 ヒアリング先と目的 
NO ヒアリング先 対応者 目的 





























７ 消費生活総合センター Achim Fischer氏 消費者を保護する立場からエネルギー
証明書の意義と問題を確認。 



































































  NRW州の賃貸住宅は 7割を法人が所有しているので、業務としてなされている分、エ
ネルギー証明書の取得率は高いと思われる。しかしながら、開示義務はないため開示す
る準備やそのための従業員の教育はおこなわれていない。 
























































表 16 EPBD2010に定められているエネルギー証明書への対応 
条 項 内容 ドイツでの対応 




１ エネルギー証明制度の措置策定 対応済み 
 ２ 勧告を記載 
３ 技術的に可能な勧告 改善が必要 
４ 勧告の費用対効果に関する情報等の詳細な入
手先や資金調達の可能性等の情報を表示 







8 有効期限は、10年未満 対応済み 





































２ 1項に該当する建物に掲示を命令 対応済み。 
３ 勧告を掲示する義務なし 対応済み。 
出所：DIRECTIVE 2010/31/EU OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 




































  フランスでは、既に不動産広告への掲示が始まっている。図 9 にあるように一般の人
に簡単に認知できる形式を取っている。 




















































































































































1992年 新省エネ基準策定 新省エネ基準断割増融資（50 万円）開始 
1999年 次世代省エネ基準策定 次世代省エネ基準割増融資（250 万円）開始 
2003年 証券化支援住宅｢フラット 35｣に断熱施工(旧省エネ基準)を必須要件化 















相当隙間面積の基準値（C 値19）と地域区分（表 18 参照）20の見直しをおこなったことが
画期的であった。よって、この次世代省エネ基準が現行基準であり、今日に至っている。 
 









































































認定制度である建築物総合環境性能評価認定制度（Comprehensive Assessment System 
for Built Environment Efficiency（CASBEE））と建物環境配慮基準認定制度（Leadership 




表 19 エネルギー性能制度 
制度名 


































































































表 21 住宅品確法による品質性能項 
省エネ 
対策等級 住宅省エネ基準 内容   (住宅性能評価書の説明) 
等級 4 次世代省エネ基準 エネルギーの大きな削減のために対策が講じられている 
等級 3 新省エネ基準 エネルギーの一定程度の削減のために対策が講じられている 
等級 2 旧省エネ基準 エネルギーの小さな削減のために対策が講じられている 



























図 11 東京都マンション環境性能表示のラベル(2005年バージョン) 









































次世代省エネ基準 （1999年レベル） 省エネ等級 4 レベル 5 
新省エネ基準   （1992年レベル） 省エネ等級 3 レベル 3 
旧省エネ基準   （1980年レベル） 省エネ等級 2 レベル 2 
















図 14 CASBEE横浜のラベルと説明 











表 23 LEEDの認定表現 
ランク 表現 基準内容 
1 プラチナ 80ポイント以上。LEEDが定める最高基準 
2 ゴールド 60～79ポイント。シルバー＜ゴールド＜プラチナ 
3 シルバー 50～59ポイント。LEEDが定める基準を上回るレベル 










    
        （U値 2.33以下のもの）  （U値 4.65を超えるもの） 



























                                                   
24 U値は、壁の両側に空気温度差が 1度あるときの単位時間当たりに壁１㎡を通過する熱量を
指す。W/(㎡・K)で、小さい値ほど断熱性が高い。 










































































    ②   ③         ⑤ 
④    
⑥      ⑦            
 



































                                                   
27 「平成 17 年建設部門分析用産業連関表」第 3 部計数編、B一般分類表（一般部門）（108×











































































































































































・Federal Ministry of Transport, Building and Urban Development(2010) 
「Monitoring and evaluation of energy certification in practice with focus on central 
European states」BMVBS-Online-Publikation,No03/2010 
・斉藤誠ら（2011）「人々はなぜ地震のリスクに目覚めないのか～「緩やかな介入主義」の
























実施年月日：2011年 5月４日 AM 
実 施 場 所：パッシブハウス 
住 所：Darmstadt 
U R L：－ 


































































































































実施年月日：2011年 5月４日 PM 
実 施 場 所：パッシブハウス研究所 
住 所：Rheinstraße 44/46，D-64283 Darmstadt 
U R L：http://www.passiv.de/ 





































エネルギー使用量高い Minimum House （法的基準をクリアーした家） 
エネルギー使用量やや低い Low Energy House（少しエネルギーに配慮した家） 
エネルギー使用量低い Passive House 
エネルギー使用しない Nearly Zero House 





























ページ数 内容 具体的処理等 




3頁 エネルギーの使用量 3 年間のエネルギー使用量を平均した実質エ
ネルギー使用量 
4頁 用語説明 使用されている専門用語の説明 



























実施年月日：2011年 5月５日 AM 
実 施 場 所：エッセン市 EWG - Essener Wirtschaftsförderungsgesellschaft mbH (Essen 
Economic Development Agency) 
住 所： Lindenallee 55，45127 Essen  
U R L：http://www.ewg.de/ 




































ThyssenKruppAG（鉄鋼・工業製品メーカー  http://www.thyssenkrupp.com/） 
HochtieF（建設会社  http://www.hochtief.com/hochtief_en/0.jhtml） 























































































実施年月日：2011年 5月 5日 PM 
実 施 場 所：エコセンターNRW（Öko-Zentrum NRW） 
住 所：Sachsenweg 8, 59073 Hamm, Germany 
U R L：http://www.oekozentrum-nrw.de/ 
















































































































































実施年月日：2011年 5月６日 AM 
実 施 場 所：エネルギーエージェント NRW(EnergieAgentur.NRW) 
住 所：Kasinostr. 19-21, 42103 Wuppertal 
U R L：http://www.energieagentur.nrw.de/ 





























































実施年月日：2011年 5月 6日 AM-PM 
実 施 場 所：貸借人連盟ノルトライン・ヴェストファレン 
（Deutscher Mieterbund Nordrhein-Westfalen e. V.） 
住 所：Oststr. 55  40211 Düsseldorf 
U R L：http://www.mieterbund-nrw.de/index.php?id=91 


















































































・エネルギーパスの取得は、2007 年から 2009 年にかけて段階的に取得が導入され、最後
に非住居の建築物も対象となっている。 



















実施年月日：2011年 5月６日 PM 
実 施 場 所：消費生活総合センターノルトライン・ヴェストファレン 
（Verbraucherzentrale Nordrhein-Westfalen e.V.） 
住 所：Mintropstraße 27, 40215 Düsseldorf 
U R L：http://www.vz-nrw.de/UNIQ130599160512461/impressum 





談は 90分で、消費者のコストは 60ユーロで残りは補助金で賄われる。 
2007 から 2011 年のプロジェクトで、マーケティングの意味で意識を向上させることを目
的としている。既築に力を入れており、省エネ改修のハードルを低くすることを目指して













省エネ改修の費用は、おおかた新築費用（約 200 万ユーロ）の 1 割と認識している。省エ
ネ改修に伴い設備やその他をリニューアルすると 3 割ぐらいいくと思う。省エネ改修比率

























































・EPBD2010 年は、各国の猶予期間を設けている。ドイツは 2013 年の 1 月の施行を目指

























実施年月日：2011年 5月 10日 AM 
実 施 場 所：省エネハウスセンター(RENEWABLE ENERGY HOUSE – REH ASBL) 
住 所：63-67 Rue d’Arlon - B-1040 Brussels 
U R L：http://www.rehbrussels.eu/ 
面 談 者：Ms. Kim vanguers  
 
施設の概要 
EUの省エネ住宅政策の一環で、省エネ改修例を具体的に紹介する施設である。2011年 4
月より非営利団体の民間企業となった。現在は協賛企業からのお金で運営されている。例
えば、パラペットの会社は、ここでパラペットを使用していることが広告となっていると
考えている。チラシなども置いている。 
訪問の目的 
EUの省エネハウスの取り組みを見て、実際を確認するために訪問しヒアリングした。 
ヒアリング内容 
・この施設は、省エネハウスセンターが所有管理していて、EUの各国を始めとする多数の
訪問者を受け入れて、省エネ改修の事例を展示している。また、ここでは今後の省エネ改
修をどうすすめるかなどのミーティングも模様されている。その他イベントも開催してい
る。 
・事業は 3 本柱で、①産業からの協賛金、②イベント収入、③ヨーロピアンプロジェクト
の運営（ガーディニングビルディングなどのプロモーションをしている）。 
ここは、17世紀のアッパー層の住宅で、ここで省エネ改修を行うことにより 50％削減を実
現した。今は、殆どゼロハウスかもしれないが多少電気が必要な状態である。まず、ファ
サードはデザインを壊すことなく窓 BOXを取り付けている。中庭の窓には、ソーラーフイ
ルムを貼って発電もしている。 
・外壁は、中庭と裏の方は発泡材を巻いている。デザインや色には気を付けている。地熱
も利用している。地下には、パラペットも 2 台ある。給湯と暖房はこれで賄うことができ
る。給湯は 1KW/Hである。梁にはソーラーパネルを載せており、電気はここから供給され
ている。ランニングコストは、2～6ユーロ/㎡/年である。 
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